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（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第３四半期連結 
累計期間 

第45期 
第３四半期連結 

累計期間 
第44期 

会計期間 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成25年 
４月１日 

至平成25年 
12月31日 

自平成24年 
４月１日 

至平成25年 
３月31日 

売上高（千円）       4,928,233       6,015,035  6,703,970

経常利益（千円）  767,536  1,353,256  956,835

四半期（当期）純利益（千円）  566,147  933,237  626,956

四半期包括利益または包括利益 

（千円） 
 596,271  1,449,464  1,103,715

純資産額（千円）  8,161,977  9,898,104  8,669,421

総資産額（千円）  10,100,698  12,070,349  10,883,722

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 28.21  46.50  31.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
      ―       ―  ―

自己資本比率（％）  80.8  82.0  79.7

回次 
第44期 

第３四半期連結 
会計期間 

第45期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 

自平成24年 
10月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成25年 
10月１日 

至平成25年 
12月31日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 14.98 24.07
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  当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更は以下のとおりであります。 

従来の電子基板資材事業から電子基板・電子部品資材事業に変更いたしました。理由はディスプレイ向け薬品の出

荷が順調に推移し始めたためであります。 

ディスプレイ向け薬品は主にタッチパネル向けとCOF向けであります。 

タッチパネルはスマートフォンやタブレットPC、最近ではノートPCにも採用されており、今後市場の拡大が見込ま

れる分野であります。 

COFは液晶テレビのドライバICの実装に使用されており、当社薬品のシェア拡大が進んでおります。 

当社グループはこれら売上拡大が期待できる分野のディスプレイ市場に注力してまいります。 

また、主要な関係会社における異動はありません。 

   

２【事業の内容】

区分 会社名 事業内容 製商品分類 主要製商品 

日本 メック株式会社 

電子基板・電子部品

資材事業 

製品 

電子基板用向け薬品 

ディスプレイ向け薬品 

密着向上剤 

エッチング剤 

その他表面処理剤 台湾 
MEC TAIWAN COMPANY 

LTD. 

香港（香港、珠海） 

MEC(HONG KONG)LTD. 

MEC FINE CHEMICAL

(ZHUHAI)LTD. 

電子基板用機械 
薬品処理機械 

各種前後処理機械 

中国（蘇州） 

MEC CHINA SPECIALTY  

PRODUCTS(SUZHOU)

CO.,LTD. 

商品 電子基板用資材 
銅箔 

ドライフィルム 

欧州 MEC EUROPE NV. その他 機械修理 
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  当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

2014/12/12 16:41:5613968057_第３四半期報告書_20141212164135

- 3 -



  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）

が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

  当第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日～平成25年12月31日)における世界経済は、中国をはじめとするア

ジア経済の成長は鈍化しているものの欧州では緩やかに経済が回復しており、米国では企業収益の増加等を背景に

設備投資が活発化するなど、総じて景気の回復ペースが緩やかな状態が続きました。   

  わが国経済は、政府による経済政策や為替が円安となり企業収益や輸出環境の改善、また秋以降個人消費の緩や

かな回復傾向が見られました。 

  エレクトロニクス業界は今なおパソコンは厳しい状況ではありますが、引き続きスマートフォンやタブレット

PC、車載向けが好調に推移しております。また、電子基板業界でも同様の状況にあります。 

  このような環境のもと当社グループはスマートフォンやタブレットPC、パソコン等のパッケージ基板に高いシェ

アがある「CZシリーズ」の新製品開発やディスプレイ向けの「TPシリーズ」と「EXEシリーズ」の開発と販売に注

力いたしました。地域別では、台湾で中国向けスマートフォンとタブレットPC用パッケージ基板向けとディスプレ

イ向け並びに韓国でディスプレイ向け薬品販売が拡大いたしました。  

  その結果、為替による円安の影響もあり、当第３四半期連結累計期間の売上高は60億15百万円(前年同期比22.1%

増)となりました。営業利益は12億38百万円(前年同期比64.6%増)、経常利益は13億53百万円(前年同期比76.3%

増)、四半期純利益は９億33百万円(前年同期比64.8%増)となりました。 

   

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

日本 

  日本では、電子基板向け薬品はパッケージ基板用は堅調に推移したものの汎用電子基板向けは減速傾向でし

た。スマートフォン、タブレットPC生産が伸びており、ディスプレイ向け薬品は好調に推移いたしました。 

  その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は34億32百万円（前年同期比16.1％増）、セグメント利益は

８億75百万円（前年同期比129.6％増）となりました。 

台湾 

  台湾では、スマートフォンやタブレットPC向けを中心に市場が活況、かつ既存顧客向けの新製品販売が伸

び、薬品の売上が増加しました。 

  その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は11億39百万円（前年同期比50.0％増）、セグメント利益は

１億90百万円（前年同期比80.2％増）となりました。 

香港(香港、珠海) 

  香港、珠海では、汎用電子基板の市場の一部で減速傾向があったものの、薬品の売上は前年同期に対して微

増となりましたが、セグメント利益は微減となりました。 

  その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は４億52百万円（前年同期比10.6％増）、セグメント利益は

57百万円（前年同期比12.8％減）となりました。 

中国(蘇州) 

  蘇州では、汎用電子基板の市場の一部で減速傾向があったものの、回復基調に転じ、薬品の販売が増加いた

しました。 

  その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は６億28百万円（前年同期比33.4％増）、セグメント利益は

１億75百万円（前年同期比34.7％増）となりました。 

欧州 

  欧州では、業界全体が低迷の状況にありますが、新規顧客獲得により売上は微増となりましたが、セグメン

ト利益は微減となりました。 

  その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は３億61百万円（前年同期比8.7％増）、セグメント利益は

24百万円（前年同期比13.2％減）となりました。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）事業上および財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  会社の支配に関する基本方針 

①  基本方針の考え方と内容 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する目的を持って当社株式を大量に取得するための株式買

付けが行われる場合は、これに対する諾否は、基本的には個々の株主の判断に基づいて行われるべきものと考え

ております。従って、経営支配権の移動による企業活動の活性化の意義または効果につきましても、何ら否定す

る立場にはありません。 

しかしながら、もっぱら高値での売り抜け等不当な目的を持った買収者により会社買収が行われるような場合

には、株主を始めとする各ステークホルダーの利益を守るため、企業価値の毀損の防止を図ることが当社取締役

会の責務であると認識しております。このため、株式の大量取得を目的とする買付けまたは買収提案に際して

は、買付者の事業計画の内容のほか、過去の投資行動等も考慮のうえ、その買付けまたは買収提案が当社の企業

価値および株主共同の利益に与える影響を十分検討し、取締役会としての判断結果を株主に開示する必要がある

ものと考えております。 

また、当社は当社株式の大量買付け等による具体的な脅威に備えての取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予

め定めることは行っておりません。ただし、株主から負託を受けた取締役会の責務において、当社株式の売買取

引や株主異動の状況を注視するとともに、コンティンジェンシー・プラン（買収対応マニュアル）を整備し、株

式の大量取得を企図する者が現れた場合には、社外専門家を交えて当該買収者の買収提案および事業計画等の評

価を行い、その買収提案または買付行為が当社の企業価値ならびに株主共同の利益に反すると判断したときは、

対抗措置の要否ならびにその具体的な内容を決定し、これを実施することがあります。 

なお、いわゆる「買収防衛策」の導入につきましても、今後の経営管理上重要な検討課題として認識しており

ますので、買収行為に係る法制度や社会動向等を注視し、検討を重ねて行く所存であります。 

②  取組みの具体的な内容 

ⅰ  会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社では、上記基本方針の実現ならびに株主共同の利益に資するために次のような取組みを行っておりま

す。 

（イ）中期経営計画の推進による企業価値の向上 

a 世界主要市場における販売力の強化 

b 最先端基板から汎用基板用途までの製品ラインナップの充実・強化 

c 環境負荷低減によるビジネスチャンスの拡大 

d 金属と樹脂の接合技術の磨き上げによる新事業分野の開拓  等 

（ロ）株主への積極的な利益還元、持続的成長のための中長期投資 

a 連結配当性向30％を中期的目標として利益を積極的に株主還元 

b 売上高の10％以上を研究開発費に先行投資 

c 世界各市場の需要に即応し、世界同一品質を実現する生産設備投資  等 

（ハ）コーポレートガバナンス強化のための多様な取組み 

a 独立社外取締役、独立社外監査役の招聘（独立性がない場合の判断基準の制定、社外役員の役員兼任につ

いて当社以外で業務執行をしている場合は３社、業務執行をしていない場合は５社以内ルールの制定、社外

取締役の取締役会の出席率並びに社外監査役の取締役会もしくは監査役会出席率75％以上ルールの制定、社

外役員および監査役の月額定額報酬のみなど） 

b 取締役報酬制度の改善（退職慰労金はなし、月額定額株式取得報酬の廃止、連結経常利益連動業績報酬の

見直しなど） 

c 指名報酬諮問委員会(独立社外委員過半数）、内部統制委員会の設置など 

d グループ内部統制の充実（国内外の全事業所・部室を監査役、内部統制室ともに実査する方針、監査役会

は会計監査人および内部統制室と定期的に情報・意見交換するほか、海外子会社実査にあたっては現地会計

監査人とも情報交換を実施する、など） 

ⅱ  基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み 

該当事項はありません。 
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③  前号の取組みに関する取締役会の判断およびその理由 

前号ⅰの各取組みにつきましては、当社の企業価値および株主共同の利益を持続的に向上させるために実施

しているものであります。当社取締役会として、いずれも次の各要件に該当するものと判断しております。 

ⅰ  第１号の基本方針に沿うものであること。 

ⅱ  株主共同の利益を損なうものではないこと。 

ⅲ  当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと。 

(3）研究開発活動 

  当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動は日本で行っており、その金額は、５億54百

万円であります。 

  提出会社では53名が研究所において薬品の開発およびその関連業務に当たっております。 

  なお、平成25年４月１日より開発対象分野別の組織として、開発体制を再構築しております。それにより、従

来からの電子基板対象、ディスプレイ対象、それ以外の３分野に区分けを行い、より対象を明確にし具体化して

製品開発に取り組む体制を整えました。 

これにより早期に製品化を図る分野と中長期的に技術開発を進める分野の両視点からの成長戦略を描くことが

可能になります。 

  また、研究開発にマーケティングと企画の機能を持たせるべく技術企画室を新設いたしました。それにより、

市場シーズやニーズを掴み、市場変化に迅速かつ柔軟に対応した開発と製品提供が可能となります。このように

研究開発に市場の視点を入れ、より活性化する体制へと強化を図っております。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現

状と見通しに重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  該当事項はありません。 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  80,000,000

計  80,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月14日） 

上場金融商品取引所名または 
登録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式  20,071,093  20,071,093 東京証券取引所市場第一部 
単元株式数 

100株 

計  20,071,093  20,071,093 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式 
総数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円）

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
 ―  20,071,093  ―  594,142  ―  446,358

（６）【大株主の状況】
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権９個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

     平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   20,069,400  200,694 ― 

単元未満株式 普通株式       1,693 ― ― 

発行済株式総数  20,071,093 ― ― 

総株主の議決権 ―  200,694 ― 

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数 
に対する所有株式
数の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

   

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,708,651 3,469,588

受取手形及び売掛金 2,236,528 2,512,198

商品及び製品 267,249 279,688

仕掛品 36,068 32,512

原材料及び貯蔵品 236,919 254,005

繰延税金資産 165,496 197,755

その他 85,528 55,649

貸倒引当金 △9,393 △10,887

流動資産合計 5,727,049 6,790,511

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,029,804 3,121,287

減価償却累計額 △1,688,246 △1,777,132

建物及び構築物（純額） 1,341,558 1,344,155

機械装置及び運搬具 1,606,835 1,682,084

減価償却累計額 △1,223,745 △1,306,117

機械装置及び運搬具（純額） 383,089 375,966

工具、器具及び備品 596,444 646,065

減価償却累計額 △468,038 △496,081

工具、器具及び備品（純額） 128,406 149,983

土地 2,789,376 2,842,052

建設仮勘定 36,287 710

有形固定資産合計 4,678,718 4,712,869

無形固定資産 44,651 43,211

投資その他の資産   

投資有価証券 332,591 419,988

繰延税金資産 4,092 4,566

その他 114,617 114,545

貸倒引当金 △17,997 △15,342

投資その他の資産合計 433,303 523,757

固定資産合計 5,156,672 5,279,838

資産合計 10,883,722 12,070,349
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 688,215 618,518

短期借入金 240,000 240,000

未払金 240,411 225,922

未払費用 50,139 74,730

未払法人税等 270,886 241,201

賞与引当金 132,302 158,485

役員賞与引当金 11,350 21,262

その他 219,699 162,746

流動負債合計 1,853,004 1,742,867

固定負債   

繰延税金負債 246,631 353,270

退職給付引当金 85,561 44,231

その他 29,102 31,875

固定負債合計 361,295 429,377

負債合計 2,214,300 2,172,244

純資産の部   

株主資本   

資本金 594,142 594,142

資本剰余金 446,358 446,358

利益剰余金 7,945,033 8,657,489

自己株式 △12 △12

株主資本合計 8,985,521 9,697,977

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 32,842 84,196

為替換算調整勘定 △348,942 115,930

その他の包括利益累計額合計 △316,100 200,127

純資産合計 8,669,421 9,898,104

負債純資産合計 10,883,722 12,070,349
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 4,928,233 6,015,035

売上原価 1,762,532 2,156,564

売上総利益 3,165,701 3,858,471

販売費及び一般管理費 2,413,176 2,619,752

営業利益 752,524 1,238,719

営業外収益   

受取利息 21,042 22,824

受取配当金 7,833 8,945

試作品等売却収入 9,274 11,309

為替差益 － 64,122

その他 6,456 11,565

営業外収益合計 44,606 118,767

営業外費用   

支払利息 3,686 855

売上割引 157 3,057

為替差損 24,107 －

その他 1,643 317

営業外費用合計 29,594 4,230

経常利益 767,536 1,353,256

特別利益   

固定資産売却益 2,358 424

保険解約返戻金 1,571 －

特別利益合計 3,930 424

特別損失   

固定資産売却損 1,888 1,702

固定資産除却損 10,086 3,616

特別損失合計 11,975 5,318

税金等調整前四半期純利益 759,490 1,348,361

法人税等 193,343 415,124

少数株主損益調整前四半期純利益 566,147 933,237

四半期純利益 566,147 933,237
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 566,147 933,237

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △38,624 51,354

為替換算調整勘定 68,748 464,873

その他の包括利益合計 30,124 516,227

四半期包括利益 596,271 1,449,464

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 596,271 1,449,464

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（税金費用の計算） 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税

金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。 

     

  

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日  至平成24年12月31日） 
  

  配当金支払額 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日  至平成25年12月31日） 

  

  配当金支払額 

  

【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

減価償却費 千円 213,033 千円 225,224

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月23日 

取締役会 
普通株式 80,284 4 平成24年３月31日 平成24年６月５日 利益剰余金 

平成24年10月31日 

取締役会 
普通株式 80,284 4 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月23日 

取締役会 
普通株式 120,426 6 平成25年３月31日 平成25年６月４日 利益剰余金 

平成25年10月31日 

取締役会 
普通株式 100,355 5 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金 
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Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報 

   

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項） 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報 

   

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項） 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

合計 
日本 台湾 香港 中国 欧州 

売上高            

外部顧客への売上高 2,955,629 759,464 409,346  471,252  332,541  4,928,233

セグメント間の内部
売上高または振替高 

784,355 4,415 769  239  11,942  801,722

計 3,739,984 763,880 410,115  471,492  344,483  5,729,956

セグメント利益 381,294 105,753 66,207  130,356  27,909  711,521

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  711,521

セグメント間取引消去  41,003

四半期連結損益計算書の営業利益  752,524

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

合計 
日本 台湾 香港 中国 欧州 

売上高            

外部顧客への売上高 3,432,814 1,139,260 452,741  628,863  361,355  6,015,035

セグメント間の内部
売上高または振替高 

1,045,933 6,603 1,465  1,368  83,936  1,139,307

計 4,478,747 1,145,863 454,207  630,231  445,292  7,154,342

セグメント利益 875,380 190,553 57,761  175,588  24,234  1,323,517

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  1,323,517

セグメント間取引消去  △84,798

四半期連結損益計算書の営業利益  1,238,719
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  １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

     

該当事項はありません。 

  

  

   

平成25年10月31日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。  

  （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・100,355千円 

  （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・5円00銭 

  （ハ）支払い請求の効力発生日および支払開始日・・・・・平成25年12月３日 

（注）平成25年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 28 21 円 銭 46 50

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  566,147  933,237

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  566,147  933,237

普通株式の期中平均株式数（株）  20,071,059  20,071,059

（重要な後発事象）

２【その他】
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  該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメック株式会社

の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平成25

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メック株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。 

  

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月12日

メック株式会社 

   取  締  役  会    御中   

   有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士   芝  池     勉    ㊞   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士   岡 本  健 一 郎  ㊞   

（注）  １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

  ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2014/12/12 16:41:5613968057_第３四半期報告書_20141212164135
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